
◇徴収業務◇

(注)・移管額　：　現年課税は、構成団体において平成31年度（令和元年度）に課税し移管した額

　　　　　　　　　滞納繰越は、構成団体において平成30年度以前に課税し移管した額

　　・収納額　：　現年課税・滞納繰越とも、平成31年4月～令和元年9月に収納した額

　　・収納率は、千円単位の移管額・収納額により算出

　　・四捨五入により計算が合わない場合がある（以下、各表において同じ。）。
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　差押件数は前年対比481件の減少（-12.9％）となっている。
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令和元年度　京都地方税機構業務の取組状況（９月末現在）
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京都地方税機構

　令和元年９月末現在、京都地方税機構では移管を受けた122億7600万円（現年課税分
54億4100万円、滞納繰越分68億3500万円）に対して徴収業務を進め、34億2300万円を
収納している。
　前年対比では、移管額が1億8900万円の増加に対し、収納額は6700万円の増収となっ
ており、収納率は0.1ポイント向上している。
（現年課税分-6.8ポイント、滞納繰越分+2.3ポイント）

現年課税 滞納繰越



滞納処分により収入した金額は、前年対比51,455万円の減少(-15.9%)となっている。

○換価状況(4月1日～9月30日充当額)

(注)徴収金への充当額を記載

　 

○公売実施状況(4月1日～9月30日執行)
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　(前年同期:４地方事務所で７回の捜索を執行)

　　　・滞納繰越分　30,526 通 （前年同期： 27,316 通）　
　　②電話督励
　　　・架電件数     5,986件   うち通話件数  2,994件
　　　（前年同期：   6,662件   うち通話件数  3,694件）

その他の取組

　　②電話督励
　　　・現年課税分の文書催告後、電話により納付の呼びかけ等を実施（土日含む）
（２）業務実績（令和元年9月末現在）
　　①文書催告
　　　・現年課税分　57,308 通 （前年同期： 54,373 通）　　

-17,292 -331 -127

　７地方事務所で21回の捜索を執行し、動産、現金の差押え等を実施した。

　催告センターは、少額滞納案件の早期解決、各地方事務所における事務負担の軽減等
を図るため、①催告文書の発付②滞納初期における電話での納付の呼びかけを実施して
いる。
（１）業務内容
　　①文書催告
　　　・現年課税分（30万円以下の滞納）について、催告書を作成し一括送付
　　　・滞納繰越分について各地方事務所が選定した案件の催告書を作成し送付
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公売の実施状況

　インターネット公売を２回、会場公売を１回実施している。
　買受代金額は、前年対比で1775万円(82.5%)の減少となっている。
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（１）申告案内書

・　令和元年9月末 39,652件（前年同対象：38,607件 ）

（２）申告書等の受付、更正・決定処理      
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（１）税務署調査     
　　　                   

 ・　令和元年9月末 　1,154件（前年同期：1,107件）

（２）未申告法人等調査   
　　　

※

（３）外形標準課税調査   
      

 ・　令和元年9月末 22件（前年同期：41件）　

未申告法人については、事務所・事業所が廃止されないかぎり、申告書が提出されるた
め、税収確保の面からも大きく寄与している。
平成24年度～平成30年度までの累計税額は、府税508,730千円、市町村税222,648千円と
なっている。

(単位：社、千円）

　資本金１億円超の外形標準課税対象法人（330法人）のうち、以下のとおり書面及び実地
による調査を行っている。

◇法人課税業務◇

申告書受付等状況

調 査 実 施 状 況
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　令和元年9月末現在、確定申告書等（65,244件）及び届出書（8,720件）を受付・審査する
とともに、更正・決定（1,833件）の調定処理を行っている。

　法人関係税の申告書提出期限の２月前（予定申告書は１月前）に、京都地方税機構におい
て京都府分と市町村分の申告書用紙を一括して作成の上、合封して法人に送付している。
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　令和元年度、京都府内に事業所を有していながら申告書を提出していない未申告法人等の
調査により、合計5,579千円の申告納付を得ている。

　国税データと府税データを突合して不一致となったもの等について、府内13税務署におい
て法人税申告書等の資料調査を実施している。
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◇自動車関係税課税業務◇ 
 

  自動車取得税、自動車税及び軽自動車税申告書等の受付状況 

 

納税者利便の向上及び業務の効率化を図るため、京都府自動車税管理事務所内に「自動 

車関係税申告受付センター」を設置、自動車関係税申告の受付等業務を平成 29 年４月か 

ら開始している。 
（単位：件） 

  

 

 

 

 

 

  軽自動車税申告書等のデータ化状況 

 

軽自動車税申告書等のデータ入力処理を行い、構成団体市町村にデータ提供及び申告書等 

の送付を行った。 
（単位：件）      

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
自動車税等申告

の件数 
軽自動車税等申

告の件数 合計 

30 年 9 月末 72,418 124,886 197,304 

01 年 9 月末   75,526 130,028 205,554 

 登録件数 抹消件数 その他 合計 

30 年 9 月末 35,111 29,255 1,769 66,135 

01 年 9 月末 35,567 29,288 1,445 66,300 


